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2026年のゴールデンウィーク、皆様いかがお過ごしでしたで
しょうか。不安定な世界情勢や経済環境が影を落とす中での休暇
となりましたが、インターネット調査によると、去年に引き続き節
約志向高めではあるものの、旅行やレジャーを日程や行先、交通
費の調整により費用を抑えて楽しむという回答も多かったようです。
さて今月のCRIレポートでは「コンパクトシティ」について議論

を深めました。
自然災害が多い日本では有事の際の自助共助が重要です。コンパ

クトシティの意義や必要性を経済合理性と同様に、「安全に暮らせる
基盤つくり」も併せて議論を重ねていくことが必要だと感じました。

3回にわたり掲載した「インフレ局面でのマンション市場」の
検証では、読者の皆様より様々な反響をいただきました。令和に
起こった新型コロナ感染拡大という世界的パンデミックは就労形
態を変え、住まい方の多様化を促進しました。住宅は「暮らすこと」
以外の意味合いを強めつつありますが、時代を超えて、「人生の夢」
であり「価値観の変化を反映するもの」であり「共に人生を歩む
もの」であるという本質は今後も変わることはないだろうと考え
ます。未だに世界・経済情勢の不透明感は拭えず、新たな局面を
迎えることになるのか、“時代”を把えてお伝えしていきたいと
思います。

今（今後1年程度）を「買い時だと思う」または「どちらかというと
買い時だと思う」という回答は53.5％で「買い時だと思わない」「ど
ちらかというと買い時とは思わない」という回答をわずかに上回った。
買い時だとする理由は「住宅ローン金利が上がりそう」という回答が
50％を超え最も多く、次いで「住宅価格が値上がりしそう」が43.2％
と金利・価格の先高感から、「今（今後1年程度）が買い時」だと感じ
ている。その傾向は時系列でみても年々高まっており、政策金利を
引き上げた2024年10月に金利先高観は既に40％を超えている。
一方で「住宅ローン金利が低水準」という意識は急激に下降しており
2024年10月と比較すると10％以上低下した  図表1  図表2 。

日本銀行が行った2024年3月以降の政策金利の引き上げを受けて
約60％が住宅取得計画に「変化あり」と回答しており、その対応策と
して「住宅取得時期を前倒ししようとしている」が約20％と多い。
物価高の中でも「所得や貯蓄が安定してきた」という回答が約16％で
あることや所得が「増加する見込み」という回答が約35％と所得改善
に対する期待が背景にある。一方で「住宅予算を減らす方向で考えて
いる」が約16％、「住宅取得を後ろ倒ししようと考えている」が約13％
と購入にネガティブな回答もみられた。
利用期間の長さと借入金額から、住宅ローンの金利の上昇が生
活全般に与える影響は大きい。景気・価格動向が不透明感を増す中、
住宅取得意識への影響が懸念される  図表3 。

住宅ローン利用者の実態調査
 ～金利のある世界が定着する中での住宅取得意識の変化～

【1】 住宅の買い時意識 【2】 日本銀行の金融政策変更の住宅取得への影響

住宅の買い時感（2026年1月）図表1 買い時だと思う理由図表2 日本銀行の金融政策変更の
住宅取得への影響の有無
　　　　　　　　 （2026年1月）

図表3

　日本銀行は1999年のゼロ金利政策から約25年が経過した2024年に政策金利を引き上げ、日本は「金利のある
世界」へと転換を遂げた。それ以降、金利は上昇を続け、多くの住宅購入者が利用している主要銀行の変動金利も4月
からほぼ1％台の水準となった。マンション価格も上昇の一途を辿って
いる中、金利の上昇は住宅ローン利用予定者の住宅取得への意識にどの
ような影響を及ぼしているのだろうか。
　今月は住宅金融支援機構による「住宅ローン利用者の実態調査（住宅
ローン利用予定者調査）2026年1月調査」より確認していきたい。

資料：「住宅ローン利用者の実態調査」（住宅金融支援機構）より長谷工総合研究所作成

『マンション市場の流れ 首都圏・近畿圏版』（1973年1月～2025年12月）
販売のお知らせ 

定価1,100円 （表示価格は税込み価格となります） （表示価格は税込み価格となります） 

この度、『マンション市場の流れ 首都圏・近畿圏版』（1973年1月～2025年12月）
A1判を販売する運びとなりました。本資料は長きにわたりマンション市場動向を分析
してきた長谷工総合研究所ならではの市場の流れが一目でわかる資料となっており、
不動産業界だけでなく、調査機関、金融機関など幅広くご活用いただいております。 
過去の市場の振り返りを通じた将来予測として、マンションの歴史習得として、どうぞ

皆様のお仕事にお役立てください。 
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